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２０１５年８月２０・２５日
三重県地域包括ケア推進担当者会議

（三重県尾鷲庁舎・伊勢庁舎）

「オール桑名」で取り組む「地域包括ケアシステム」
～地域ケア会議を中心に～

桑名市保健福祉部地域介護課

中央地域包括支援センター

社会福祉士 西村 健二
（三重県地域ケア会議活動支援アドバイザー）

桑名市 ゆめ はまちゃん （ゆるキャラグランプリ2014 三重県内第１位）
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本日のながれ

講義 約６０分

１．地域包括ケアシステム

２．桑名市の取り組み

３．DVD視聴（和光市の地域ケア会議）



１．地域包括ケアシステム
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

木曽三川と長島輪中

三重県地域包括ケア推進担当者会議



• ① ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、
生活上の安全・安心・健康を確保するために医療や介護のみ
ならず、福祉サービスも含めた様々な生活支援サービスが日
常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域
での体制（地域包括ケア研究会『地域包括ケア研究会報告書～今後の検討のた

めの論点整理～』2009.5）。

• ② 高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、
可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるよ
うな包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケア研究会『地域包括

ケアシステムの構築における今後の検討のための論点』2013.3）。
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地域包括ケアシステムの定義①



• ③ 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら
しい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療
・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される体制
（厚生労働省全国介護保険担当部局長会議資料、2013.11）。

• ④ 地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣
れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自
立した日常生活の支援が包括的に確保される体制（持続可
能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律第4条第4項、
2013.12）（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第2条

第1項、2014.6）。
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地域包括ケアシステムの定義②



• つまり、「高齢者が、住み慣れた地域で

可能な限り暮らし続けることのできる体制」

といえる。

6桑名藩主本多忠勝

地域包括ケアシステムとは

//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/e/e7/Honda_Tadakatsu_statue.JPG
//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/e/e7/Honda_Tadakatsu_statue.JPG


• 「地域包括ケアシステム」＝「高齢者が、住み慣れた地域で可能な限り
暮らし続けることのできる体制」を実現するには何をすべきか

• 「地域生活継続の限界点を高めること」ではないでしょうか

• 高齢者が地域で暮らすことを阻害する要因「地域課題」を
明らかにし、その解消を図る

• 地域課題はひとつではなく、いくつもある

また、時間の経過とともに変化したり、増減したりする

• 地域課題を徐々に解消することで、

地域包括ケアシステム構築をめざす 7

地域包括ケアシステム実現に向けて
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地域生活応援会議
（平成２６年１０月～）

困難事例要因調査
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【参考文献】 西村健二「桑名市地域包括支援センターにおける困難事例要因調査について ～地域包括ケアシステムのボトムアップ型構築法確立を目指して
～」（『第22回日本社会福祉士会全国大会・社会福祉士学会大会要録』2014.7.5）

地域包括ケアシステム構築の流れ
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現状、目標、課題の位置関係

現状

目標

課題

・①地域アセスメントにより

「現状」を知る

・②本来のあるべき姿、

望ましい水準を「目標」とする

・③「現状」と「目標」の差、

そこに横たわるものが「課題」

・④「課題」を解消することで

現状が高まり、目標に近づく

・⑤大きな課題には、実現可能な

小目標（スモールステップ）を

設置する

目標ー現状＝課題

実現可能な
スモールステップ



※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によって異なる。

「地域ケア会議」の５つの機能

個別課題
解決機能

地域課題
発見機能

ネットワーク
構築機能

地域づくり・
資源開発
機能

政策
形成
機能

■自立支援に資するケアマネジメントの支援
■支援困難事例等に関する相談・助言
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス
提供の最適な手法を蓄積
※参加者の資質向上と関係職種の連携促進
→サービス担当者会議の充実

■潜在ニーズの顕在化
・サービス資源に関する課題
・ケア提供者の質に関する課題
・利用者、住民等の課題 等
■顕在ニーズ相互の関連づけ

■地域包括支援ネットワークの構築
■自立支援に資するケアマネジメント
の普及と関係者の共通認識

■住民との情報共有
■課題の優先度の判断
■連携・協働の準備と調整

市町村・地域全体で開催

日常生活圏域ごとに開催

個別事例ごとに開催

個別ケースの検討 地域課題の検討

個別事例の課題解決を
蓄積することにより、

地域課題が明らかにな
り、普遍化に役立つ

地域の関係者の連携を強化するとともに、
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、
市町村レベルの対策を協議する

検討結果が個別支援に
フィードバックされる

市町村レベルの検討が円滑に進む
よう、圏域内の課題を整理する

自助・互助・共助・
公助を組み合わせ
た地域のケア体制
を整備

地域包括

ケアシステムの
実現による

地域住民の
安心・安全と
ＱＯＬ向上

機
能

具
体
的
内
容

規
模
・範
囲
・構
造

■有効な課題解決方法の確立と普遍化
■関係機関の役割分担
■社会資源の調整
■新たな資源開発の検討、地域づくり

■需要に見合ったサービスの基盤整備
■事業化、施策化
■介護保険事業計画等への位置づけ
■国・都道府県への提案
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実務者 代表者
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【参考】「桑名市における『地域包括ケアシステム』の構築に向けた地域課題の把握のための調査
～『地域ケア会議』での個別事例の検討を通じて～」報告書（平成２６年７月桑名市地域包括支援センター）の概要

○ 平成２５年１２月、地域包括支援センター等の職員を対象として、
「高齢者『単身』『のみ』世帯の生活上の困りごと調査」を実施。

なった。

第４部 高齢者「単身」「のみ」世帯の生活上の困りごと調査

○ 平成２３年４月～平成２５年９月に地域包括支援センターで対応された
すべての困難事例について、要因を分析。

第３部 困難事例要因調査

○ 平成２６年３月、介護支援専門員等を対象として、「地域課題把握のためのアンケート調査」を実施。
○ 平成２６年６月、介護支援専門員等の参加を得て、地域課題把握のための「地域ケア会議」を開催。

第１部 地域課題把握のためのアンケート調査

○ 平成２６年３～６月、個別事例振り返りのための「地域ケア会議」を開催。
○ 具体的には、高齢者が自宅を離れて施設に入所した事例について、
「在宅生活継続の阻害要因」を分析し、「在宅生活継続の限界点を高める方法」を検討。

第２部 個別事例振り返りのための「地域ケア会議」
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上昇する高齢化率

出典：厚生労働省ホームページ
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高齢者は微増、支え手は減少

出典：厚生労働省ホームページ
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減少する日本の人口

・2004年をピークに日本は人口減少期に入った
・2100年には、明治時代の人口水準にまで減少する
・高齢化率は右肩上がりに伸びていく

年 1192 1338 1603 1745 1868 1945 2000 2004 2013 2030 2050 2100

推計
人口

757 818 1,227 3,128 3,330 7,199 12,693 12,784 12,730 11,522 9,515 4,771 

高齢
化率

5.1 17.3 19.6 25.1 31.8 39.6 40.6

備考
鎌倉幕
府成立

室町幕
府成立

江戸幕
府成立

享保
改革

明治
維新

終戦
人口
ピーク

（単位：万人）
（単位：％）日本の将来推計人口



区 分
平成２２年

（２０１０年）実績
平成３７年

（２０２５年）推計
平成４７年

（２０３５年）推計

０～１４歳人口
２０，４２６人
（１００．０）

１５，４０４人
（７５．４）

１３，７５６人
（６７．３）

１５～６４歳人口
８９，４００人
（１００．０）

８３，７８３人
（９３．７）

７５，８３５人
（８４．８）

６５歳以上人口
３０，４６４人
（１００．０）

３８，８３４人
（１２７．５）

４１，６９５人
（１３６．９）

うち
７５歳以上人口

１４，１３０人
（１００．０）

２３，０６４人
（１６３．２）

２４，１６７人
（１７１．０）

総 人 口
１４０，２９０人
（１００．０）

１３８，０２１人
（９８．４）

１３１，２８６人
（９３．６）

死亡者数
１，１９９人
（１００．０）

１，６８３人
（１４０．４）

１，８０５人
（１５０．５）

注 括弧内は、対平成２２年（２０１０年）比である。

15

＜出典＞ 「桑名市の将来人口推計」（平成２６年２月桑名市）（死亡者数にあっては、国立社会保障・人口問題研究所等）

桑名市の人口構造



65歳以上

2.4人

15～64歳

6.2人

0～１4歳

1.4人

桑名市の人口が10人だったら…

今を支える
人たち

今後を支える
人たち

今までを支えた
人たち

H27.3
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１．世帯類型別の世帯数

72.3%
65.8%

59.5% 55.2% 51.1%

17.4%
21.5%

25.1%
27.8%

30.0%

10.3% 12.7% 15.4% 17.0% 18.9%

0%

50%

100%

高齢者同居世帯 高齢者夫婦世帯 高齢者単身世帯

２．世帯類型別の構成割合

17
注 平成２年、平成７年及び平成１２年は、旧桑名市、旧多度町及び旧長島町の合計である。
＜出典＞ 国勢調査

桑名市の高齢者世帯の状況
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人口構造に関するこれからの課題

・これから人口は急激に減少
・支え手の現役世代は少なくなる

・高齢化率は高くなる

「地域包括ケアシステム」の
早急な構築が必要



○ 「自宅で介護サービスなどを活用しながら介護したい」が６０．６％。
○ 「福祉施設や病院などに入所（入院）させたい」が１８．４％。

＜出典＞「桑名市地域福祉に関する市民アンケート結果報告書」（平成２５年３月）

１．家族に介護が必要になった場合の希望

○ 「自宅で介護サービスなどを活用しながら介護してもらいたい」が４７．９％。
○ 「福祉施設や病院などに入所（入院）したい」が２９．８％。

２．自分に介護が必要になった場合の希望

■ 自宅で家族などを中心に介護したい ■ わからない
■ 自宅で介護サービスなどを活用しながら介護したい ■ 無回答
■ 福祉施設や病院などに入所させたい

■ 自宅で家族などを中心に介護してもらいたい ■ わからない
■ 自宅で介護サービスなどを活用しながら介護してもらいたい ■ 無回答
■ 福祉施設や病院などに入所したい

19

桑名市における介護に関する希望
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【資料】
2010年（平成22年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣
2011年（平成23年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定

2010年 死亡者数 1,192千人
65歳以上 1,020千人

実績 推計

年

人

※介護施設は老健、老人ホーム

2030年 推計死亡者数 1,597千人
(405千人増)

2030年までに約40万人死亡者数が増加すると見込まれるが、看取り先の確保が困難

課題

20

死亡場所別死亡者数の推移及び推計
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介護人材の推移

・介護人材は平成12年度の介護保険開始から12年で
約3倍に増えた
・高齢者が増える中、将来の介護人材の確保が不透明

年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

人数 54.9 66.2 75.6 88.5 100.2 112.5

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

118.6 124.2 128 134.3 133.4 139.9 153.2

（単位：万人）

出典：厚生労働省ホームページ



＜出典＞ 平成２５年「三重県の人口動態統計」

桑名市 四日市市

病院833人

（66.1 ％）

診療所120人

（9.5 ％）

老人保健施設54人

（4.3 ％）

老人ホーム76人

（6.0 ％）

自宅142人

（11.3 ％）

その他36人

（2.9 ％）

1,261人
（100％）

病院1,932人

（68.7 ％）

診療所20人

（0.7 ％）

老人保健施設139人

（4.9 ％）

老人ホーム147人

（5.2 ％）

自宅509人

（18.1 ％）

その他67人

（2.4 ％）

2,814人
（100％）

22

桑名市・四日市市の死亡場所別死亡者数



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入
所

・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステム

認知症の人

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一
体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために
も、地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。

地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。

23



• 「介護」、「医療」、「予防」という専門的なサービスと、その
前提としての「住まい」と「生活支援・福祉サービス」が相互
に関係し、連携しながら在宅の生活を支えている（厚生労働省
「地域包括ケアシステム」ホームページ、2015.1閲覧）。

• 「本人・家族の選択と心構え」

＝単身・高齢者のみ世帯が主流

となる中で、在宅生活を選択す

ることの意味を、本人家族が理

解し、そのための心構えを持つ

ことが重要（同）。

24

５つの構成要素

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link1-5.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link1-5.pdf


• 自助・・・自分のことを自分でする、自らの健康管理（セルフ
ケア）、保険外サービスの利用など（都市部で重要）

• 互助・・・地域住民による支え合い、ボランティア活動（インフ
ォーマルな相互扶助）など（都市部以外の地域で重要）

• 共助・・・介護保険、医療保険などの制度化されたサービス
（フォーマルな相互扶助）など

• 公助・・・自助・互助・共助では対応できない領域の公的支
援、例えば生活保護、措置入所など

• 今後は自助・互助の果たす役割が大きくなることを意識した
取り組みが必要、ただし相互の連携が重要

自助・互助 ＞ 共助・公助
25

自助・互助・共助・公助



目標は２０２５年、あと１０年
• 目標＝団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年

26

第5期計画
2012
～2014

第９期計画

2024
～2026

第８期計画

2021
～2023

第７期計画

2018
～2020

第６期計画

2015
～2017

＜2025年までの見通し＞

20252015

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に

「地域包括ケア計画」と位置づけ

２０２５年をめざして



何を目指し、何に取り組むのか

• 具体的には何に取り組むべきか⇒５つの方向性（厚生労働省第99回市町村職員を
対象とするセミナー資料、2013.11）

• ①医療・介護連携・・・関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の濃密なネッ
トワークが構築され、効率的・効果的できめ細かなサービスの提供が実現

• ②認知症施策・・・初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断、早期対
応や地域支援推進員による相談対応等により認知症でも生活できる地域を実現

• ③地域ケア会議・・・多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把握可能に
なり、地域課題への取組が推進され、高齢者が地域で生活しやすい環境を実現

• ④生活支援・・・コーディネーターの配置等を通じて地域で高齢者のニーズとボラ
ンティア等のマッチングを行うことにより、生活支援の充実を実現

• ⑤介護予防・・・多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等を活かすことにより、高
齢者が生きがい・役割をもって生活できるような地域を実現 27

国が示す５つの重点項目



三重県地域包括ケア推進担当者会議

２．桑名市の取り組み

28

KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

六華苑（旧諸戸清六邸）

鹿鳴館を建てたお雇い外国人
ジョサイア・コンドルの建築物です。
東京大学に銅像があります。



一般高齢者 要支援者

（介護保険法第２条第４項及び第５条第３項）（介護保険法第２条第２項及び第５条第３項）

「桑名市地域包括ケア計画」の基本理念

在宅サービス 施設サービス要介護者

身近な地域での
多様な資源の「見える化」・創出

多職種協働による
ケアマネジメントの充実

施設機能の地域展開

『地域ケア会議』
『在宅医療・介護
連携推進事業』

『認知症施策推進事業』

『従来の在宅サービスと
異なる内容の

新しい在宅サービス』

『介護予防・日常生活支援
総合事業』

『生活支援体制整備事業』

介護予防に資する
サービスの提供

在宅生活の限界点を
高めるサービスの提供

健康の保持増進 能力の維持向上

セルフマネジメント（「養生」）

（介護保険法第４条第１項）

高齢者の尊厳保持・自立支援
（介護保険法第１条）

29



身近な地域での多様な資源の「見える化」・創出

「サポーター」（地域住民）

高齢者サポーター、民生委員、食生活改善推進員、
シルバー人材センター、ボランティアグループ、民間事業者等

生活機能の向上
（運動、栄養、口腔、認知等）

「見える化」
・創出

専門職が専門的な
サービスの提供に

集中する

桑名市
桑名市地域包括支援センター
桑名市社会福祉協議会

（専門職等）

高齢者が介護保険を
『卒業』して地域活動に

『デビュー』する

「見える化」
・創出

短期集中予防サービス
（専門職）

保健師、看護師、管理栄養士、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
歯科衛生士、社会福祉士、介護福祉士、
訪問介護員等

通所介護
（専門職）

訪問介護
（専門職）

通所

訪問

高齢者

高齢者サポーター、健康推進員、地区社会福祉協議会、
自治会、老人クラブ、ボランティアグループ、民間事業者等

「通いの場」（地域住民）

参加

参加

活動

心身機能

桑名市
桑名市地域包括支援センター
桑名市社会福祉協議会

（専門職等）

44
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サ ー ビ ス 付 き
高齢者向け住宅

食 堂

ス タ ッ フ
ステーション

訪

問

介

護

配

食

自 宅医 療 機 関

自 宅

自 宅

医 療 機 関

事業所
介護

自 宅

訪
問
介
護

通
所
介
護

配

食

訪
問
看
護

施設機能の地域展開 （１）

短
期
入
所
生
活
介
護

訪
問

診
療

厨 房

訪
問
診
療

自 宅

短
期
入
所

生
活
介
護

施 設 在 宅

訪
問
看
護

ホール

通

所

介

護
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地域の「自宅」

地域の「道路」施設の「廊下」

施設の「部屋」

～施設と同じ安心を自宅に届ける「新しい在宅サービス」～



多職種協働によるケアマネジメントの充実

高齢者
（介護保険の被保険者）

及びその家族

「地域ケア会議」の一類型としての「地域生活応援会議」

「地域包括支援センター長会議」等

介護支援専門員
（ケアマネージャー）

「サービス担当者会議」

一般高齢者 要支援者 要介護者

介護保険を
『卒業』して
地域活動に
『デビュー』する

住み慣れた
環境で
生き生きと
暮らし続ける

桑名市
（介護保険の保険者）

桑名市地域包括支援センター
（桑名市の委託を受けた準公的機関）

サービス担当者
（医療、介護、予防、
日常生活支援等）

連携連携

多職種協働での支援

主任介護支援専門員

保 健 師

社 会 福 祉 士

管 理 栄 養 士

理 学 療 法 士

歯 科 衛 生 士
薬 剤 師 等

在宅サービス 施設サービス

在宅生活の限界点を
高めるケアマネジメント

介護予防に資する
ケアマネジメント

「セルフマネジメント（養生）」

作 業 療 法 士

言 語 聴 覚 士「生活支援コーディネーター
（ 地 域 支 え 合 い推 進 員 ） 」
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① 各分野で指導的な立場にある地域の関係者の参加を得た
「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」

桑名市の「地域ケア会議」

② 地域の高齢者世帯の困難事例の解決のための
「地域支援調整会議」

③ 多職種協働でケアマネジメントを支援するための
「地域生活応援会議」

④ 要介護・要支援認定又は「地域生活応援会議」に先立つ
暫定的なサービスの利用のための「ケアミーティング」

⑤ その他（「高齢者見守りネットワーク」、
「高齢者虐待防止ネットワーク」等）
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34

【参考】「地域生活応援会議（Ａ型）」（毎週水曜日午後）のイメージ

平成２７年２月２５日

介護支援専門員協会

社会福祉士

歯科衛生士

管理栄養士

理学療法士

保健師

介護支援専門員

サービス担当者

地域包括支援センター
地域包括支援センター

地域包括支援センター

地域包括支援センター

作業療法士

薬剤師



・平成26年10月より開催。毎週水曜日13：30より開催。

・1件20分。4件以上の場合は2グループ制で実施。

・原則、要支援1・2及び基本チェックリスト該当者が、サービスを新規利用する場
合に実施。6ヶ月後にも再度実施。

・出席者：保険者、地域包括支援センター職員、薬剤師、理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士、歯科衛生士、管理栄養士、介護支援専門員、生活支援コーディ
ネーター、計画作成担当者、サービス提供事業者ほか。

・利用までの流れ：

前週木曜日までに予約。

前週金曜日正午までに資料提出。

前日火曜日に保険者（主に司会者）の内部打合せ実施。

・司会者：中央地域包括支援センター長、同センター長補佐、同社会福祉士、地
域保健課課長補佐（中央地域包括支援センター兼務）が担当。

・サービス種別によって地域包括支援センター主催の地域生活応援会議

（B型）の対象となる。
35

地域生活応援会議（Ａ型）
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要支援・要介護認定率（単位：％）

【参考】全国の保険者における要支援・要介護認定率の分布（平成２５年度）

（注）要支援・要介護認定率は、高齢者数に対する認定者数の割合である。
＜出典＞ 桑名市介護保険事業状況報告

北海道音威子府村：6.11%

（1,579か所中の第１位）
山梨県鳴沢村：9.14%

（1,579か所中の第２位）
埼玉県和光市：9.37%

（1,579か所中の第３位）

：

三重県桑名市：16.03%

（1,579か所中の第392位）

全 国平均：18.23%

三重県平均：18.78%
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高齢者数 要介護・要支援認定者数 要介護・要支援認定率

平成２６年 ７月 ３３，６６５人（＋４．０４％） ５，４６９人（＋５．５０％） １６．２５％（＋０．２３ｐｔ）

平成２６年 ８月 ３３，７８６人（＋３．９８％） ５，４３０人（＋３．６７％） １６．０７％（▲０．０５ｐｔ）

平成２６年 ９月 ３３，９０５人（＋３．８９％） ５，４０６人（＋２．５０％） １５．９４％（▲０．２２ｐｔ）

平成２６年１０月 ３３，９９９人（＋３．８３％） ５，４１０人（＋１．７９％） １５．９１％（▲０．３２ｐｔ）

平成２６年１１月 ３４，９０１人（＋３．８３％） ５，３９８人（＋１．４９％） １５．８３％（▲０．３７ｐｔ）

平成２６年１２月 ３４，１７８人（＋３．８８％） ５，３４５人（＋０．５３％） １５．６４％（▲０．５２ｐｔ）

平成２７年 １月 ３４，２４１人（＋３．５３％） ５，３００人（▲０．２４％） １５．４８％（▲０．５８ｐｔ）

平成２７年 ２月 ３４，３４５人（＋３．５２％） ５，２７２人（▲０．７９％） １５．３５％（▲０．６７ｐｔ）

平成２７年 ３月 ３４，４３７人（＋３．４８％） ５，２８２人（▲０．９６％） １５．３４％（▲０．６９ｐｔ）

平成２７年 ４月 ３４，４９５人（＋３．３１％） ５，２８８人（▲１．１０％） １５．３３％（▲０．６８ｐｔ）

平成２７年 ５月 ３４，５５１人（＋３．２６％） ５，２７８人（▲２．０８％） １５．２８％（▲０．８３ｐｔ）

平成２７年 ６月 ３４，６１７人（＋３．１３％） ５，２５２人（▲２．８７％） １５．１７％（▲０．９４ｐｔ）

（注）括弧内は、対前年同月比。
＜出典＞厚生労働省

【参考】桑名市における要介護・要支援認定率の推移（平成２６年７月～平成２７年６月）



【財源構成】
国 25%
都道府県

12.5%
市町村

12.5%
1号保険料

21%
2号保険料

29%

※27年度
以降は、1

号保険料
22%、2号

保険料が
28%に変更

【財源構成】
国 39.5%
都道府県

19.75%
市町村

19.75%
1号保険料

21%

※27年度

以降は、国
39%、都道
府県19.5%

市町村
19.5%、1号
保険料22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

新しい地域支援事業の全体像
＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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桑名市の「介護予防・日常生活支援総合事業」

「サポーター」の「見える化」・創出 「通いの場」の「見える化」・創出「短期集中予防サービス」の創設

「栄養いきいき訪問」

「お口いきいき訪問」

「くらしいきいき教室」

「えぷろんサービス」

「おいしく食べよう訪問」

「『通いの場』応援隊」

「地域生活応援会議」を活用した
「介護予防ケアマネジメント」の充実

「エビデンス」に基づく
健康増進事業と一体的な介護予防事業の展開

管理栄養士が訪問栄養食事指導を提供。

歯科衛生士が訪問口腔ケアを提供。

リハビリテーション専門職が
アセスメント及びモニタリングに
関与しながら、医療・介護専門職等が
通所による機能回復訓練等と
訪問による生活環境調整等とを
組み合わせて一体的に提供。

シルバー人材センターの会員が
訪問による掃除、買物、外出支援、
調理、洗濯、ゴミ出し、話し相手等を提供。

食生活改善推進員が
訪問による食事相談、献立相談、
調理相談、体重測定等を提供。

ボランティアが
日常生活圏域の範囲内で
「シルバーサロン」又は「健康・ケア教室」の
利用のための移動支援を提供。

「シルバーサロン」

「宅老所」等において、
地域住民が相互に交流する機会を提供。

「健康・ケア教室」

地域住民に開放される
「通いの場」を対象として、
地域住民を主体として
運営された実績に応じ、
リハビリテーション専門職等を派遣。

「健康・ケアアドバイザー」

事業所において、地域交流スペース等を
活用するとともに、医療・介護専門職等と
ボランティアとで協働しながら、
介護予防教室を開催するなど、
地域住民が相互に交流する機会を提供。

○ 「桑名市日常生活圏域ニーズ調査『いきいき・くわな』」に基づく
データ等を活用。
○ 「桑名ふれあいトーク」、
「桑名いきいき体操自主グループ活動スタート応援事業」等を実施。
○ 「高齢者サポーター養成講座」、
「桑名いきいき体操サポーター養成講座」等を開催。

○ 「桑名市介護支援ボランティア制度」を実施。

○ 桑名市地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体になって、
要介護・要支援認定又は「基本チェックリスト」該当性判定の
申請及びそれに関する相談を受付。

○ 桑名市地域包括支援センターにおいて、桑名市と一体となって、
「地域生活応援会議」を活用して「介護予防ケアマネジメント」を
実施。

従前の介護予防
訪問介護に相当する
訪問型サービス
（平成２７～２９年度）

従前の介護予防
通所介護に相当する
通所型サービス
（平成２７～２９年度）
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３．ＤＶＤ視聴
（和光市の地域ケア会議）
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

多度まつり（５月４・５日）

三重県地域包括ケア推進担当者会議



ご清聴ありがとうございました
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